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地域問題総合調査研究室将来構想（第2次報告一概要編）

－地域問題調査研究所を目指して一

三Ⅲ短期大学地域問題総合調査研究室研究員総会

〔はじめに〕

昭和59年に「地域に開かれた大学づくり」の

亜要な一環として、地域問題総合調査研究室（以

下、地研という）が設立されて以来、4年余が経

過した。10件にのぼる委既研究を通じて地域の

研究ニーズに応え、また自主研究や溺師・委員の

派過を通じて行政、産業界、住民団体との人的交

流を深め、地研は地域社会における研究拠点とし

ての地位を砿固としたものにしつつある。さらに、

図密・資料の収築を通じて地域の愉報センターと

しての役割を果たすという側面は、いまだ不十分

ではあるが、徐々に整側されつつある。県下では

他大学に先駆けて本学が地域問題研究磯関の設立

に取り組んだことは特証に値しよう。設立後4年

間という短期間ではあれ本学地研の実績は全国公

立短大のなかでも注目を染めている。

しかし、地研は、委舵研究の活発さに比べて自

主研究の停浦、予算・人員面での不十分さなど多

くの問題点を抱えている。

本報告宙は、地研が現在抱えている問題点を整

理し、将来的な発展を展望したものである。将来

計画の柱は地域問題研究所への昇格であり、本報

告笛では、研究所の具体的な構想と、それに至る

までの当面の課題について提起している。おりし

も、本学では、本学全体の将来計画の策定が両科、

図啓館、地研などで進められている。既に将来計

画大綱は教授会で承認されており、のbが国の研

究、教育の充実に貢献する三重短期大学､②市民

自治､市民文化を支える三亜短期大学､③文教都

市津のまちづくりに寄与する三亜短期大学､④国

際化に対応できる三亜短期大学、という4点で｢地

域に開かれた三重短期大学.lの理念の具体化が進

みつつある。また、そのために、学術19報センタ

ーの設立が櫛想されており、地研も地域問題研究

所としてのその一翼を担うことが検討されている。

本報告聾が、そのための具体的なビジョンづくり

に役立てば幸いである。

本報告笹を策定するに先だって、地研の抱えて

いる問題点、今後の発展計画などについて全学的

に討謡する機会を与えていただいた。全学的に地

研に関する理解が深まり、地研の存在意義につい

て改めて砿望することができたことは、誠に悪ば

しいことである。

また、本報告香作成に対しては教育後援会から

調査費10万円の助成を頂くことができた。肥し

て感謝申し上げる次第である。

これまで地研が発展することができたのは、研

究員の献身もさることながら、設皿者、大学当局、

教寂員同僚諸氏や地域研究のなかで出会った棟々

な人々の暖かい理解と励ましがあった故である。

地域問題研究所への発展をめざす地研に今後とも

ご支擾、ご協力を切にお願いしたい。

〔地研の現状と問題点〕

地研は昭和59年に発足し、それ以後「行財政

分析」、「生涯教育」、「津市民の生活意識鯛麺

などの自主研究において研究成果を挙げるととも

に、「松阪市における地域振興政蹟一中核工業団

地と商店街近代化を中心として－」（三画県都市

問題惚盟会）をはじめ三亜県、鳥羽市、桑名市、

名張市、津棲械器具工業協同組合などから合叶10

件の委庇研究を行っている。また、地域問題に関

する1W報センターの機能を果たすべく、地域問題

に関する白密・麹十、行財政関迎図香、生涯教育

関連図密、社会福祉関迎図書などの図書約2300

冊、地方自治体の統叶、総合計画をはじめとする

各租報告密など約1800点、地域問題に関する

雑誌25租類を収染しているほか、三重県に関す

る新聞の切抜き･スクラップを行っている（昭和

63年5月現在)。さらに、『地研通信』を発行

しているが、これは、地研の活動紹介、研究員の

論税、香評などを中心記事として地研と地域を結

ぶ重要な梢報媒体となっている。以上の活動に加

えて、年2回の鋼油会を開悩し、また、蕊師．委
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貝を派適するなどの教育活動も行っている。

このように設立以来の地研の活動は活発電蒋

実な発展を遂げてきたと評価してよい。しかし、

十分な準衛なく発足したこともあり、いくつかの

問題を抱えていることも否定できない。主要な問

理点を列挙すれば、

①専任研究貝がいない。

地研の研究員は、法経科、家政科の教員（全教

員33人中15人）が兼務しており、通常の教育

研究活動のため、地域研究に築中できていない。

また、研究員は教育研究活動との班務のため、地

研の業務がそのまま過而負担になっている。

②専任戟員がいない。

地研の事務冠は膨大であるにもかかわらず、研

究員自ら法経科助手（1名、しかも法経科砺務と

の雑務）の協力をえて地研の日常的業務を遂行し

ているのが現状である。人員不足から、図香・資

料等の整理、管理の状況は必ずしも十分とは言い

難い。

③財政基盛の脆弱さ。

津市予算、三m短期大学教育後授会予算、同窓

会補助などの経常的予算は、当面地研が必要とす

る予算の1／3を賄うにすぎず、決定的に不足し

ている。総予算の大部分は委踊研究に依存してい

るのが現状である。委託研究を過亜負担と知りつ

つ引き受ける背景には、市費、後擾会費などの経

常的収入の不足を補うこと、及び委舵研究の際染

めた資料を利用しようという窓識も働いている。

この砺情が地研の湖査研究活動を非本来的なもの

にしつつある。研究員は委託研究のために多くの

時間と労力を費やし、本来的な自主研究を疎かに

せざるを得ない。これは、地研の脆弱な財政槻造

によるものである｡委託研究に依存しないで運営でき

る財政基盤を硫立することは緊急の課題となっている。

④研究室のスペースが狭い。

当初地研は法経科演習室の一つを資料倉皿とす

るだけで、独自の研究室もないところから出発し

た。現在使用している部屋も、もともと法経科共

同研究室として使われていたものであり、その分

法経科の利用できる空間が狭められている。共同

研究室であったことから、地研の資料を収容し、

作業を行うには、甚だ狭いばかりでなく、使い腸

手も悪い。また、すでに現在の部屋もスペースの

上で満杯に連しており、書棚、作業机、側品等を

入れる余地は無くなっている。独自の空間を硫保

することも、地研にとっては大きな課題である。

⑤OA化の推進。

研究の性格から、統計処理、図表の作成、研究
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成果（報告香）のタイピングなどに現在パソコン

を使用している。将来的には憎報の処理機能を拡

充させて､住民のニーズに応えられるような統計の

二次加工もできるようにすることが望ましく、そ

の点からはさらに高性能の槻械を導入することも

考圃Rすべきである。これについては、全学的なO

A化との関連で検肘すべき課題である。

〔将来栂想〕

これらの問題点を解決し、地域住民の期待に一

層応えるためには、地域問題総合闘査研究室の地

域間理研究所への発展・昇格が是非とも必要であ

る。

以下、将来櫛想の柱である地域間腿研究所の柵

想を述べ、次いで、それに到るまでの当面の課皿

について述べよう。

1．地域問題研究所への発展

地研の業務は、独自のテーマに基づく研究と地

方自治体をはじめとする各階晒からの委既研究に

限られてきたが、地域に開かれた大学、研究所を

めざすためには、より地域住民の期待に応えるよ

う努力すべきである。そのためには、学術1W報セ

ンターのなかに地域冊報資料室などを股圏するこ

とを通じて研究所の収集した資料を公開するとと

もに、住民のための愉報の種極的提供に心がけな

ければならない。さらに、講演会・シンポジウム

の開仙、委員派遺を通じて地域住民の地域問題に

関する微々な質問に、解決の指針を提供すること

ができれば､三m短期大学力律市立の短大として存

在する意義は一miⅢみを増すことはまちがいない。

（1）地域問題研究所の機能

①調査・研究活動の充実

地域問題研究所は津市、三晒県およびその周辺

の地域問題の社会科学的、生活科学的な方法を中

心とする総合的研究を行い、地域社会に貢献する

ことをその目的としている。また、このような活

動を通じて地域に開かれた三重短期大学の実現に

貫献する。このためには自主的な研究を中心に研

究活動を活発化させていくが、委舵研究も可能芯

限り受け入れ、自治体をはじめ各階眉のニーズに

積極的に応えていく必要がある。

②調演会、シンポジウムの開仙

地域間理研究所の研究成果を発設するばかりで

なく、学外の研究者や地域問題・都市問題に柔務

として抑わる人々、住民の自主的研究グループな

どと交流し、討識し、浬識を深めていく場として

識演会、シンポジウムの開悩には今後力をそそい

でいきたい。



③地域研究の拠点として

地域問題研究所は、自らの研究だけでなく、地

域研究を志す人々との相互協力の甥として発展さ

せていく必要がある。そのためには、地域傭報

資料室における住民に対する相談業務、また住

民団体の研究活動への協力、自治体・企業など

の研修受け入れなど、より深く地域問題を掘り下

げて考えようとする人々には、資料の利用、研究

貝のアドバイス、研究室の提供を行っていきたい。

また、特別研究員制度の活用や定期的な研究会の

開他により、学内外の研究者との交流を図ること

により、研究能力の蓄積に努めることが大切であ

る。このようなことにより、地域問題研究所は地

域研究の拠点として機能することができるであろ

う。

地域情報資料室は、地域問題に関する資料の一

般公開と、地域悩報の定期的な提供、地域問題に

関する相談業務を行う。その担い手は主として地

域問題研究所であるが、研究とは異なった性格の

業務も含まれるので、地域問題研究所の分室的な

組織にすることが望ましい。すなわち、資料の収

築、相談業務は地研で担当し、資料の管理、一般

公開は図啓館が担当する。

ここには、地域問題に関する一次資料が収容さ

れ、住民に広く提供される。これらの愉報を二次

加工し、定期的に雑誌の形または当初はパンフレ

ットの形で、県、市町村、住民の希望者に配布す

る。また、委舵研究とまではいかない相談に応じ

られる体制を作る。そのためには専任の研究員と

耶務職員の配皿が必要である。

（2）地域問題研究所の組織

①専任研究員の配皿

専任研究員として、地研に所属し、教育研究活

動に携わらずに、研究所業務だけを行うような形

態もありえる。しかし、規模の点からしてスタッ

フの制約を受ける本学においては、両科に所属し、

鋼義負担をはずされたあるいは軽減された研究員

を以て専任研究貝とすることが現実的である（そ

れに対して兼任研究員とは両科に所属し、認袈負

担の免除あるいは軽減を受け救い研究員をいう。

従って、両者の区別は所属によるものではなく、

鋼義負担の差異による）。従って各科において教

員の増貝を行う際に、地域問題研究所として哨員

が望ましいのは、地方自治、地方財政、地域経済

鵠、社会福祉、都市計画、中小企業鐙、流通識な

どの専門家である。また、地域憎報資料室担当と

して、統Wf・梢報議の専門家が望ましい。

②専任職員の配価

また、研究員の仕邸を助ける助手や耶務担当登

員を専任駁員としておくこと力泌要である。これ

らの助手、耶務職員芯しでは、研究活動の活性化、

図曹・資料の一般公開、住民相談、鋼演会・シン

ポジウムの開拙、”研通信』の発行などの研究

所の業務は行えない。
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地域問題研究所の運営に必要な人回

所長1名（教員の兼任）

専任研究員3名

兼任研究員若干名

研究助手4名（臨時職員。うち1名は

図樽整理業務を担当する）

事務職員1名（正規職員）

地域悩報資料室の運営に必要な人員

専任研究員1名（統計・梢報専門家、室

長を兼務）

事務職員1名（正規職員）

（3）機柵・運営原則

地域問題研究所の機櫛・運営は、研究所が三亜

短期大学附属研究椴関であることから、大学管理

機関の統括を受けながら、研究員自治の原則に立

って行われることが望ましい。具体的には、以下

の栂成による。

①研究所長②研究員総会③迎営委員会

④研究プロジェクト⑤事務局

（4）施設・価品

先に述べたように現在の研究室の空間はすでに

満杯であり、十分な研究活動を保障するためには

｢飾戯閣顕研究所の施股〕

施設名 単位面積㎡ 数量 合計面積 伽 考

瓢務室

大共同研究室

小共同研究室

個人研究室

研修室

休憩室

０
０
６
０
０
５

５
０
３
３
２
１

1

１
１
３
３
２
１

50

100

108

90

40

15

所長室、応接室を含む

会遡室兼用

和室

地域悩報資料室 70 1 70 宙庫、相談室など



地域問題研究所の施設として、研究室（個人・共人件費を除いた経費は、1030万円である。

同）、会議室、研究室などが必要であり、また、この試算では、邸務職員（正規職員）の人件費

統叶処理のための高度な機能を持ったコンピューを年間800万円と仮定し、専任研究員の人件費

ターが是非とも必要である。としては、1年間の調褒を代替する非常勤蹴師の

（5）財政規模報酬90万円を想定している。また、図密整理の

さらに、地域問題研究所の業務を遂行するためための職員1名と研究助手3名とについては瞳時
には、下記のとおり21o0万円が必要である。 職員を剛用することを想定している。

このうち､駆務載員(正規職員)と専任研究員の

耐政規恨の試算〕《飢位万円）

A・基礎的な図害・資料の収凝と管理、及び事務を行うのに必要な経費1．060
（研究所としての最低限の織能）

図画・資料費100

事務載貝（正規威風1名）800

趣9宜貝（図香整理1名）90

需要費、通信費、印刷費等70

B・自主研究を行うのに必要な経費930

．1プロジェクト当たり

図 瞥．資料費20

関査旅貿30

印刷面80

専任研究風90

研究助手（盛時唖貝1名）90

小計

3プロジェクトの経費

C･研究会、購油会、シンポジウムの運宮経費

細酬

耶務費（通個費、会醸質など）

合計

2．当面の課題

〔地研発展の時期区分〕

①第一の過波期（昭和59年の設立から昭

和62年度まで）

地域社会のなかにその存在を翌知されるように

なる。

②第二の過波期（昭和63年度から昭和67

年度まで）

昭和67年度に股立が櫛想されている学術悩報

センターにあわせて地域問題研究所として発展・

昇格することを目的にする。

それにむけて人員、予算面での改普を行い、研

究力丘を蓄積する。

第二の過渡期の中心的な課題は以下のように整

理できよう。（なお、これらの駆項については、

両科教員会議の討鍛に於て合意をみている。）

①設澄者から組織上の公的浬知を獲得する

こと。

股立当初、設凪者から組織上の公的淫知、予算

措囲を亜得できなかったことが大きな障害になっ
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310

930

60

50

110

2100

ており、この点を解決することが地研の今後の最

大の課題である。

今後は短大股鯉条例など条規類の改正を行う

（行うよう市当局を説得する）。なお、その際、

行政組織上の地研の位固づけは図寄館と同じにす

る。公的腿知は、人員・予算の確立とりわけ職員

配置の点で不可欠の前提である。この点については、

執行部に市当局と交渉していただくこととなった。

②専任研究員、専任職員など人員面での充

実を図ること。

専任研究員については、当面1名とし､昭和64．

年から実施するよう市当局と交渉していくことに

なった。

③経常的な予算を漸次的に拡大していき、

研究所昇格へ向けて単術すること。

④自主研究を主体にした研究活動の充実を

図ること．

今後の地研活動の中心を自主研究におく場合、

そのためには特に次の点が亜要である。

ア）専任研究員、専任職員の配磁による研

一一究時間の保障



イ）研究会の定期開棚敬、

研究会の開俄は内面的な問題意識を深めること

を目的にしている。これまで地研の活動は、各プ

ロジェクトによる調査研究を主眼とし、プロジェ

クト相互の交流、外部の研究者との交流に乏しか

った。今後は、研究員の研究報告ばかりでなく、

外部の研究者、行政・産業界・住民組織のなかで

地域問題に換わる人々を識師に招いて、定期的に

（例えば2カ月に1回)･研究会を開脳することが

求められる。研究会の開仙は、研究員の問題意識

を深めるばかりではない。地域の研究者、住民と

の人的交流を通じて地域における研究センターと

しての役割を強化することにも寄与するであろう。

ウ）『RPRIOIrrPuT』の発行

地研の自主研究の報告香『RPRIOUTPU

－T』の発行は、既に将来構想(第一次）から提

起されていながら、実現を見ていない。『三画法

劉陣政研究』などの紙面を借りたり､また、

単独の報告番を刊行したことはあったが、地研の

活動報告を兼ねた年報（所報）のようなものは今

後の課題になっている。自主研究主体の地研迎営

を志す限り、その成果としてのrRPRIOUT

－PUT』の発行は亜要な課題であろう。

エ）三重県都市問題研究会（仮称）設立の

提案

研究会の開催とも密接な関連を持つが、三砿県

における地域問題に桃わる人々のサロン（学会）

を是非とも作る必要があると思われる。

三重県には地域問題についての研究・教育ニー

ズに比して、それに応える研究所・教育機関は余

りにも少ない。しかしながら公共団体内部の自主

的研究会まで含めると、地域問題・都市問題に業

務として携わり、研究を行い、学習を行っている

人々の数は相当膨大なものになる。これらの人々

が一堂に会し、交流する場が今切実に求められて

いる。

・対象は、大学等の研究者、行政、護員、経済

界、自主研究グループ、住民団体

・運営は、年1回研究総会的なシンポジウムを

開仙し、報告書を出す。また、2カ月ごとに

研究例会を持つ。さらに分野別の分科会を組

織する。

・呼掛け人は、できるだけ各階脳のバランス、

全県的なバランスをとって、大学の研究機関

や研究者、自治体の首長、経済会の代表者な

どをあてる。

このようなサロンは、もちろん、本学地研だけ

の力で組織できるものではない。しかし、地研が

その股立に重要なメンバーとして参加することは、

地域との結びつきを強めるだけでなく、三函県全

体の地域研究の水迦をあげることに大いに寄与す

ることはまちがい芯い。

同時に、このようなサロンにおいて、その年度

の地域研究のなかで最も優れたものに対して賞を

与えることも検肘してはどうか。

地研のなかのことも十分にできない現状で、こ

のような地域サロンを組織する余裕などないとい

う批判はありえるであろう。われわれもすぐに取

り掛かるべき課題であるとは思わない。しかし、

中期的芯課題として最亜要なものであろう。

オ）調演会、シンポジウムの開仙

自主研究を中心にした地研迦営は｡ともすれば

大学の中での活動に閉じ価りがちな傾向を持つ。

それを回避し、研究成果を地域に還元し、地域と

の結びつきを強めるためには、鋤演会、シンポジ

ウムの開他に赦極的に取り組む必要があろう。場

所も津市リージョンプラザなどを活用し、地研内

外の研究者を組織していくことが望ましい。

〔おわりに〕

「地域に開かれた大学づくり」これは、津市立

の公立短大としての本学の永遠の課題であろう。

本学は建学以来津はもとより広く県内に有能な人

材を送り出す高等教育機関としてその役割を果た

してきた。現在全学的に進められている将来発展

計画づくりは、それに加えて棟々な領域でより地

域社会と住民に貢献しうる大学づくりをめざして

いる。昭和63年度からは公開訓座も実施される

ことになったが、これは祇極的に地域住民に社会

教育の場を提供するにちがいない。また、昭和67

年に設立が栂想されている学術悩報センターは、

①学術研究の一価の充実に不可欠な資料提供を有

効に行うとともに、地域研究の分野において、自

ら研究成果を世に送り出す｡②市民の研究、学習

要求に応え、専門資料の提供及び地域に関する情

報の積極的な提供を行うとともに、住民の研究、

学習に適切な授助を行う。また、謹員、駁貝の愉

報収梨、研修の場とすることにより、政策立案能

力、行政能力を高める｡③津市の文化の拠点とな

り、また一身田、上浜地区の文教地区としてのレ

ベルアップに寄与する｡④海外の学術愉報の提供

とともに、視聴覚室を設け曙学教育の槻能向上を

実現し、市民対象の国際問題に関する公開鋼座、

語学調座を開設する場を可能にする、などの目的

を持っている。さらに、法経科、家政科で進めら

れている教育の現代化の試みは、まだ成案を得て
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いないとはいえ、三亜短期大学の高等教育棲関と

しての位図を高めるであろう。

昭和59年に設立された地研は、地域に開かれ

た大学づくりに向けての本学の最初の取組であっ

た。設立以来4年間の活動を通して、地研は「地

域研究を通じて地域に開かれた大学づくり」とい

うその目的を十分に連成しつつあるように思われ

る。本報告番においてみたように、地研の研究槻

関としての実緬は他大学の地域問題研究所と比べ

ても決して遜色のないものである。委既研究や鯛

師・委員の派inを通じて地研は地域の研究ニーズ

に応えてきた。これまでに培ってきた地域との結

びつきは、地研がひいては三m短期大学が今後発

展していく上での負晒な財産となるものである。

「地域研究を通じて地域に開かれた大学づくり」

が、現在ますます亜要な課題となりつつあること

は、現在県下の猪大学において地域研究機関づく

りが進められていることを見れば了解できよう。

松阪大学は昭和62年に地域社会研究所を、四日

市大学は昭和63年に地域経済研究所をあいつい

で設立し、また三通大学では、共同利用研究セン

ターづくりが検討されている。今後、本学地研は

これらの大学研究機関と有機的な迎挑を図りなが

ら、より地域に根ざした活動を続けていく必要が

あろう。「地域研究を通じて地域に開かれた大学

づくり」という課題を実現するためには、地域問

題研究所股立による人員・予算の充実が不可欠で

あること、これが本報告宙の結誼であり、今後地

研が常に念頭に皿くべき目標である。

これまでもそうであったように、地研の発展に

は研究員の熟意はいうにおよばず、設皿者、大学

当局、教騒員、教育後授会、同窓会のご理解と暖

かい励ましが不可欠である。地研がこれまで蓄積

してきた成果を育て、地域問題研究所に向けてよ

り一届発展していくために、関係各位のご協力を

衷心よりお願い申し上げる。

〔受入図書一覧〕

本研究室力昭和61年10月以降に受入れた図啓は次のとおりです。

現代行政全典22教育・文化(Ⅱ）

高辻正己辻禰明

謝座余暇の科学1余暇社会学・松原治郎

踊座余暇の科学3余暇教育江橋慎四郎

日本社会教育発逸史居村栄

文部統計要覧昭和61年版文部省

日本生涯教育会年報第6号1985生涯教育の

推逆システム日本生涯教育学会細

社会教育の終涌松下圭一

〔編集後記〕

今年度は「原則として自主研究をノ」を合い箇

葉として、各研究貝はそれぞれの専門分野で地研

活動にはげんでいる。

昨年までは､研究員の多くは、地研の財政韮盤の

弱さゆえに委舵研究を引受け、財源を確保し、資

料拠収の実を準げ、地域にその名を知らしめ、地

研活動の活性化に一役かってきたのであるが、内

容､期限など、いろいろの点で自主研究よりハード

にならざるを僻ない。結果として、健康面や専門

分野の研究面でのレベルダウンが懸念される。こ

れはすでに各人身にしみて感じていることである。

－6－

生涯教育の理鎗と栂適市川昭午

学ぶものの立珊にたつ教育を

全国学校図寄館協継会提曾委員会

現代法選香19教育梱の理念と現実佐藤司

識座現代社会教育I現代社会教育の理諭

小川利夫

鋼座現代社会教育Ⅱ日本社会教育発逮史

碓井正久

今年こそは自分自身のペースで着実な歩みをと、

前述の合い曾葉の実行に踏み切ったのである。願

わくは、その実り多からんことを。

季節は梅雨、津の街のそこここに紫隅花が彩り

を添えはじめた。雨にうたれて生気を取りもどし

た姿はすがすがしい。色の好みは人それぞれ。矢

田寺の花は有名だが色が毒々しいきらいがある。

日本古来の淡いあお色の花を見ると心安らぐ思い

である。

紫隅花やはなだに力､はるきのふけふ子規

（K）


